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令和元年度那須塩原市水道事業会計決算審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

  令和元年度那須塩原市水道事業会計決算 

 

 

２ 審査の期間 

  令和２年７月１４日から令和２年８月２１日まで 

 

 

３ 審査の着眼点 

  決算その他関係諸表の計数の正確性を検証するとともに、予算の執行又は事業の経営が地方公

営企業法第３条に規定する経営の基本原則の趣旨に従って適正かつ効率的に行われているかど

うかに着眼して審査した。 

 

 

４ 審査の実施内容 

  地方公営企業法第３０条第９項の規定に基づく決算書類及び地方公営企業法施行令第２３条

の規定に基づく決算附属書類等の提出を求めて審査した。 

 

 

５ 審査の結果 

審査に付された令和元年度那須塩原市水道事業会計の決算書類及び決算附属書類は、関係法令

に準拠して作成されており、計数に誤りはなく、経営状況及び財政状況が適正に表示されている

ものと認めた。また、予算はおおむね所期の目的に従って執行され、運営は公営企業本来の目的

である経済性を発揮すること及び公共の福祉を増進することに配慮して行われているものと認

めた。 

なお、決算の概要は、次のとおりである。 
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６ 決算の概要 

 

⑴ 事業の概要 

令和元年度の業務実績は、次表のとおりである。 

増　　減 比率（％）

人 114,200 114,200 0 0.0

人 116,077 116,188 △ 111 △ 0.1

人 114,393 114,335 58 0.1

％ 98.55 98.41 0.14

戸 49,552 48,787 765 1.6

戸 48,759 47,965 794 1.7

配 配水能力 ㎥/日 60,574 64,585 △ 4,011 △ 6.2

総配水量 ㎥ 15,966,484 16,339,210 △ 372,726 △ 2.3

水 一日最大配水量 ㎥/日 47,831 48,832 △ 1,001 △ 2.0

一日平均配水量 ㎥/日 43,624 44,765 △ 1,141 △ 2.5

量 一人一日最大配水量 ℓ/日・人 418 427 △ 9 △ 2.1

一人一日平均配水量 ℓ/日・人 381 392 △ 11 △ 2.8

㎥ 12,582,876 12,618,091 △ 35,215 △ 0.3

％ 78.81 77.23 1.58

円/㎥ 180.47 180.13 0.34 0.2

円/㎥ 168.56 163.74 4.82 2.9

対前年度比較

有収率

供給単価

給水原価

給水区域内人口

給水人口

普及率

給水区域内戸数

給水戸数

総有収水量

計画給水人口

区　　　　　分 単位 令和元年度 平成30年度

 

 給水人口は114,393人で、普及率は98.55％である。年間総配水量は15,966,484㎥、年間総 

有収水量は12,582,876㎥で、前年度に比べ年間総配水量で372,726㎥、年間総有収水量で35,215 

㎥減少している。年間総有収水量を年間総配水量で除した有収率は、78.81％であった。 
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⑵ 予算の執行状況  

① 収益的収入及び支出 

 予算執行状況は、次表のとおりである。 

 【収益的収入】                       （単位：円･％）（税込） 

区　　分 令和元年度決算額 平成30年度決算額 比　　較

営業収益 2,525,535,763 2,522,249,804 0.1

営業外収益 309,473,676 308,801,570 0.2

特別利益 8,776,089 10,420,735 △ 15.8

合　　計 2,843,785,528 2,841,472,109 0.1
 

収益的収入の決算額は、平成３０年度と比較すると0.1％の増となっている。営業収益の主な

ものは、水道料金2,467,354,283円及び加入金32,338,000円である。 

 

  【収益的支出】                        （単位：円･％）（税込） 

区　　分 令和元年度決算額 平成30年度決算額 比　　較

営業費用 2,311,450,716 2,224,886,097 3.9

営業外費用 198,725,333 214,331,844 △ 7.3

特別損失 4,257,635 2,776,666 53.3

合　　計 2,514,433,684 2,441,994,607 3.0
 

収益的支出の決算額は、平成３０年度と比較すると3.0％の増となっている。営業費用の主な

ものは、有形固定資産減価償却費979,401,349円、北那須水道受水費573,682,276円、浄水施設

維持管理業務委託料 249,828,000 円である。また、営業外費用の主なものは、企業債利息

160,008,993円である。 
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② 資本的収入及び支出  

予算執行状況は、次表のとおりである。 

【資本的収入】                        （単位：円･％）（税込） 

区　　分 令和元年度決算額 平成30年度決算額 比　　較

企業債 225,700,000 270,900,000 △ 16.7

出資金 55,767,227 0 皆増

負担金 0 16,476,400 皆減

補償金 11,724,400 8,206,560 42.9

補助金 43,100,000 40,000,000 7.8

一般会計補助金 932,000 47,035,991 △ 98.0

基金繰入金 5,300,000 0 皆増

合　　計 342,523,627 382,618,951 △ 10.5
  

資本的収入の決算額は、平成３０年度と比較すると 10.5％の減となっている。その主な理

由は、出資金55,767,227円などの増があったものの、企業債45,200,000円、一般会計補助金

46,103,991円などの減によるものである。 

 

【資本的支出】                       （単位：円･％）（税込） 

区　　分 令和元年度決算額 平成30年度決算額 比　　較

建設改良費 821,574,885 915,719,600 △ 10.3

固定資産購入費 6,327,300 1,664,886 280.0

量水器費 1,126,150 1,342,150 △ 16.1

企業債償還金 521,814,889 515,903,035 1.1

投　　資 940,030 1,119,922 △ 16.1

合　　計 1,351,783,254 1,435,749,593 △ 5.8
  

資本的支出の決算額は、平成３０年度と比較すると5.8％の減となっている。その主な理由

は、企業債償還金5,911,854円などの増があったものの、建設改良費94,144,715 円などの減

によるものである。 

支出の主なものは、建設改良事業では、老朽管更新事業として配水管の布設替工事2,092.5

ｍ及び舗装本復旧工事9,231.0㎡を284,926,800円で、配水管整備事業として配水管の布設工

事3,262.6ｍ及び舗装本復旧工事2,500.0㎡を223,039,000円で行った。そのほか、配水施設

整備事業を103,873,000円で行った。 

   なお、投資の940,030円は、鳥野目浄水場小水力発電設備管理基金への繰入金である。 
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  以上の結果、資本的収入額が資本的支出額に不足する額1,009,259,627円の補てん状況は、次

表のとおりである。 

 

【資本的収支の不足額補てん内訳表】                （単位：円･％）（税込） 

区　　分 令和元年度 平成30年度 比　　較

過年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額 555,672 1,108,929 △ 49.9

当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額 61,925,892 56,650,344 9.3

当年度損益勘定留保資金 729,933,882 727,030,918 0.4

建設改良積立金 216,844,181 268,340,451 △ 19.2

合　　計 1,009,259,627 1,053,130,642 △ 4.2
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⑶ 経営成績 ［損益計算書（消費税抜）] 

  経営成績は、次表のとおりである。                （単位：円・％） 

区　　分 令和元年度 平成30年度 比　較

事業総収益決算額　A 2,644,546,456 2,660,672,592 △ 0.6

総費用決算額　B 2,378,806,390 2,319,937,884 2.5

当年度純利益　C＝（A－B) 265,740,066 340,734,708 △ 22.0

前年度繰越利益剰余金　D（前年度繰越欠損金） 0 0 -

その他の未処分利益剰余金変動額　E 216,844,181 268,340,451 △ 19.2

当年度未処分利益剰余金　F＝（C+D+E） 482,584,247 609,075,159 △ 20.8

  

事業総収益決算額（Ａ）及び総費用決算額（Ｂ）の内訳は、次表のとおりである。 

【事業総収益決算額内訳表】                         （単位：円・％） 

 

 

 

 

 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

2,326,265,025 88.0 2,337,490,432 87.8 △ 0.5

水道料金 2,270,799,535 85.9 2,272,925,443 85.4 △ 0.1

加入金 29,700,000 1.1 38,350,000 1.4 △ 22.6

その他営業収益 25,765,490 1.0 26,214,989 1.0 △ 1.7

309,509,960 11.7 312,761,714 11.8 △ 1.0

受取利息及び配当金 225,525 0.0 235,421 0.0 △ 4.2

他会計補助金 13,467,533 0.5 14,884,969 0.6 △ 9.5

長期前受金戻入 253,961,164 9.6 251,064,571 9.4 1.2

資本費繰入収益 0 0.0 0 0.0 -

雑収益 41,855,738 1.6 46,576,753 1.8 △ 10.1

8,771,471 0.3 10,420,446 0.4 △ 15.8

2,644,546,456 100.0 2,660,672,592 100.0 △ 0.6

営業外収益

特別利益

収益合計

増減率
令和元年度 平成30年度

区分

営業収益
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【総費用決算額内訳表】                                            （単位：円・％） 

 

㋐ 供給単価と給水原価 

有収水量１㎥当たりの供給単価及び給水原価は、次表のとおりである。 

（単位：円） 

区分 令和元年度 平成30年度 増減

供給単価 180.47 180.13 0.34

給水原価 168.56 163.74 4.82

差　　額 11.91 16.39 △ 4.48  

㋑ 収 益 率 

収益率は、次表のとおりである。営業収支比率は、業務活動の能率を示すもので、比率が

高いほど良好である。総収支比率は、収益と費用の総体的な関連を示すもので、同じく比率

が高いほど良好である。 

                              （単位：％） 

区分 令和元年度 平成30年度 増減

営業収支比率 105.1 109.1 △ 4.0

総収支比率 111.2 114.7 △ 3.5  

※営業収支比率＝営業収益÷営業費用×１００ 

※総 収 支 比 率＝総収益÷総費用×１００ 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

2,214,179,259 93.1 2,143,340,035 92.4 3.3

原水及び浄水費 865,696,752 36.4 821,042,432 35.4 5.4

配水及び給水費 179,211,097 7.5 159,944,140 6.9 12.0

総係費 185,376,364 7.8 184,257,974 8.0 0.6

減価償却費 979,401,349 41.2 974,838,956 42.0 0.5

資産減耗費 4,493,697 0.2 3,256,533 0.1 38.0

その他営業費用 0 0.0 0 0.0 -

160,690,496 6.8 173,821,183 7.5 △ 7.6

支払利息及び企業債取扱諸費 160,019,493 6.8 171,027,877 7.4 △ 6.4

雑支出 671,003 0.0 2,793,306 0.1 △ 76.0

3,936,635 0.1 2,776,666 0.1 41.8

2,378,806,390 100.0 2,319,937,884 100.0 2.5

営業外費用

特別損失

費用合計

増減率
令和元年度 平成30年度

区分

営業費用
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⑷ 財政状況 

貸借対照表（消費税抜）によると、当事業年度の財政状況は、次表のとおりである。 

 

㋐ 資産                              （単位：円･％） 

 

 

 ㋑ 負債・資本                           （単位：円･％） 

 

 

 

金　　額 構成比 金　　額 構成比

25,014,410,930 92.1 25,171,087,656 92.5 △ 0.6

有形固定資産 25,008,964,832 92.1 25,164,828,479 92.5 △ 0.6

無形固定資産 4,553,766 0.0 1,006,875 0.0 352.3

投　資 892,332 0.0 5,252,302 0.0 △ 83.0

2,143,885,379 7.9 2,047,830,541 7.5 4.7

現金及び預金 1,770,683,644 6.5 1,710,155,950 6.3 3.5

未収金ほか 373,201,735 1.4 337,674,591 1.2 10.5

0 0.0 0 0.0 -

27,158,296,309 100.0 27,218,918,197 100.0 △ 0.2

令和元年度 平成30年度
増減率区　　　分

合    計

固定資産

流動資産

繰延資産

金　　額 構成比 金　　額 構成比

固定負債 8,389,036,226 30.9 8,689,053,109 31.9 △ 3.5

流動負債 948,076,820 3.5 903,961,773 3.3 4.9

繰延収益 6,187,152,212 22.8 6,313,379,557 23.2 △ 2.0

15,524,265,258 57.2 15,906,394,439 58.4 △ 2.4

資本金 9,051,702,648 33.3 8,727,594,970 32.1 3.7

剰余金 2,582,328,403 9.5 2,584,928,788 9.5 △ 0.1

11,634,031,051 42.8 11,312,523,758 41.6 2.8

27,158,296,309 100.0 27,218,918,197 100.0 △ 0.2

増減率区　　分

合    計

負債計

資本計

令和元年度 平成30年度
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㋒ 財務指標 

  企業としての短期の流動、つまり支払能力を示す流動比率・酸性試験（当座）比率は、次表の

とおりである。 

     流動比率は、１年以内に現金化できる資産と支払わなければならない負債とを比較するもので

ある。流動性を確保するためには、流動資産が流動負債の２倍あることが望まれるので、理想比

率は200％以上である。 

     酸性試験比率は、当座比率の別名で、流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金

などの当座資産と流動負債とを対比させたもので100％以上が理想比率とされている。 

     流動比率、酸性試験比率とも平成３０年度の数値より減少したが、良好な水準を維持している。 

（単位：％） 

区        分 令和元年度 平成30年度 増減

流動比率 226.1 226.5 △ 0.4

酸性試験（当座）比率 212.0 217.8 △ 5.8
  

※ 流動比率＝流動資産÷流動負債×１００ 

※ 酸性試験比率＝（現金預金＋未収金－貸倒引当金）÷流動負債×１００ 

              

 ㋓ 経営指標 

 長期の健全性を示す資産、負債及び資本の構成比率は、次表のとおりである。 

固定資産及び流動資産の構成比率は、それぞれ総資産に対する固定資産又は流動資産の占める

割合であるが、那須塩原市水道事業においては、固定資産構成比率が92.1%を占め、前年度比0.4

ポイントの減となりわずかながら好転している。 

また、固定負債、流動負債及び自己資本構成比率は、総資本（負債＋資本）と、これを構成す

る固定負債、流動負債又は自己資本の関係を示すものである。 

 それぞれ平成３０年度の数値と比較して、固定負債構成比率は1.0ポイントの減少、自己資本構

成比率は0.8ポイントの増加となり、いずれもわずかながら好転している。 

 固定資産対長期資本比率は、資金が長期的に拘束される固定資産が、どの程度長期資本（固定

負債及び自己資本）によって調達されているかを示す指標で、一般的には100％以下で、かつ、低

いことが望ましいとされる。 

 令和元年度の固定資産対長期資本比率は95.4％で、平成３０年度と比較して0.3ポイントの減

少となり、わずかながら好転した。現在は、理想とされる100％以下となっており、健全な経営状

態を維持しているが、将来的に当座比率の低下も懸念されることから、細心の注意をもって経営

に当たられたい。 
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（単位：％） 

区分 令和元年度 平成30年度 増減

固定資産構成比率 92.1 92.5 △ 0.4

流動資産構成比率 7.9 7.5 0.4

固定負債構成比率 30.9 31.9 △ 1.0

流動負債構成比率 3.5 3.3 0.2

自己資本構成比率 65.6 64.8 0.8

固定資産対長期資本比率 95.4 95.7 △ 0.3
 

※ 固定資産構成比率 ＝ 固定資産÷総資産×１００ 

※ 流動資産構成比率 ＝ 流動資産÷総資産×１００ 

※ 固定負債構成比率 ＝  固定負債÷（負債＋資本）×１００ 

※ 流動負債構成比率 ＝ 流動負債÷（負債＋資本）×１００ 

※ 自己資本構成比率 ＝ 自己資本（資本金＋剰余金＋繰延収益）÷（負債＋資本）×１００ 

※ 固定資産対長期資本比率 ＝ 固定資産÷（固定負債＋資本金＋剰余金＋繰延収益）×１００ 
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７ 意見 

 

那須塩原市の水道事業は、平成１７年の市町合併後、事業統合、料金体系及び水道加入金の統

一、開閉栓手数料改定、老朽管更新工事や配水管整備事業等の安心で安全な水の安定供給を継続

するための事業を行っている。 

令和元年度は、老朽管2,092.5ｍ（平成３０年度4,033.3ｍ）の更新、配水管3,262.6ｍ（平成

３０年度4,274.9ｍ）の布設工事を行った。また、安全で強靭
じん

な水道事業を中長期的に持続可能

なものにするための効率的な経営を目指すことを目的として策定した「水道事業基本計画（水道

事業ビジョン）」を平成２９年度からスタートしている。 

これらのことから、近い将来給水人口が減少すると予測される中、健全経営の下、安心で安定

的な水道水の供給を続けるための事業は、着実に実行されているものといえる。今後においても、

安心で安全な水の供給を維持するために更なる努力を望む。 

 業務実績についてみると、普及率98.55%（平成３０年度98.41%）、有収率78.81%（平成３０年

度77.23%）となっており、普及率、有収率ともに平成３０年度をやや上回った。有収率について

は、老朽管更新工事を計画的に進めているにもかかわらず、全国平均や類似団体平均と比較する

と低い水準にあるため、今後も、財政状況を考慮しながら計画的な老朽管の更新を推進するとと

もに、引き続き有収率が低い原因を的確に捉え、有収率の向上に鋭意努力されたい。 

 一方、経営成績についてみると、事業総収益2,644,546,456円に対し総費用は2,378,806,390

円で、当年度純利益は265,740,066円となった。平成３０年度の純利益340,734,708円と比較す

ると22.0%の減となっている。主な理由は、営業収益（加入金）の減少及び営業費用（原水及び

浄水費）の増加によるものである。営業収益と営業費用の差額である営業利益は、112,085,766

円で、平成３０年度と比較すると 82,064,631 円の減少となった。老朽管更新工事等による減価

償却費の増加や給水人口の減少による給水収益の減少は、今後一層進展することが予想され、更

なる経営の合理化、効率化によって経費の節減を図り、純利益の確保に努められたい。 
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 水道料金の徴収については、収納率95.67％で、平成３０年度より0.33ポイント増加した。滞

納対策については、滞納整理の早期着手や給水停止の実施を基本方針とし、滞納者の実態調査や

新規滞納者の発生抑制、コンビニ収納の促進等の努力がなされ、水道料金の収入未済額は昨年度

と比較し若干減少したものの、依然として1億円を超える未納が計上されている。今後において

も、水道事業に関する債権の取扱いについて詳細な手続等を規定した徴収管理マニュアルに沿っ

て、滞納整理の早期着手及び給水停止の適切な運用等により、収納率の向上及び収入未済額の減

少に努められたい。 

加えて、令和元年度には、水道料金に関して、破産手続が終了した法人等に係る債権を対象に、

30件、1,076,420円の不納欠損処分を行った。一方で、過去において会計上の不納欠損処理を行

い、現在も簿外で管理している債権もあるが、将来的には債権放棄等の手続により債権を消滅さ

せる必要があるため、全庁統一的な基準となる債権管理条例の制定について、市長部局と協議の

上、進めていただきたい。 

本水道事業は地方公営企業法に基づく事業であり、公営企業の基本原則である公共の福祉の増

進を図るとともに、常にその経済性が要求されるものであるから、健全経営を図り、安心で安全

な水の安定供給に一層の創意工夫と努力を重ねられることを念願して決算審査の報告とする。 

  

 



調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収納率

R元年度 2,467,354,283 2,396,497,319 6,935 70,850,029 97.13

H30年度 2,454,544,824 2,383,483,751 0 71,061,073 97.10

比　較 12,809,459 13,013,568 6,935 △ 211,044 0.03

R元年度 110,499,401 69,778,374 1,069,485 39,651,542 63.15

H30年度 118,174,259 69,382,946 9,249,970 39,541,343 58.71

比　較 △ 7,674,858 395,428 △ 8,180,485 110,199 4.44

R元年度 2,577,853,684 2,466,275,693 1,076,420 110,501,571 95.67

H30年度 2,572,719,083 2,452,866,697 9,249,970 110,602,416 95.34

比　較 5,134,601 13,408,996 △ 8,173,550 △ 100,845 0.33

R元年度 14,010,600 12,960,100 1,000 1,049,500 92.50

H30年度 14,555,100 13,514,100 0 1,041,000 92.85

比　較 △ 544,500 △ 554,000 1,000 8,500 △ 0.35

R元年度 1,576,000 1,085,000 7,000 484,000 68.85

H30年度 431,000 96,000 6,000 329,000 22.27

比　較 1,145,000 989,000 1,000 155,000 46.58

R元年度 15,586,600 14,045,100 8,000 1,533,500 90.11

H30年度 14,986,100 13,610,100 6,000 1,370,000 90.82

比　較 600,500 435,000 2,000 163,500 △ 0.71

R元年度 32,338,000 30,798,000 0 1,540,000 95.24

H30年度 41,418,000 39,042,000 0 2,376,000 94.26

比　較 △ 9,080,000 △ 8,244,000 0 △ 836,000 0.98

R元年度 2,376,000 2,376,000 0 0 100.00

H30年度 1,782,000 1,782,000 0 0 100.00

比　較 594,000 594,000 0 0 0.00

R元年度 34,714,000 33,174,000 0 1,540,000 95.56

H30年度 43,200,000 40,824,000 0 2,376,000 94.50

比　較 △ 8,486,000 △ 7,650,000 0 △ 836,000 1.06
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（単位：円・％）

水道料金

現年度分

過年度分

計

項　　　目

水道料金等の収入状況

手数料

現年度分

過年度分

計

加入金

現年度分

過年度分

計

参考資料１



（単位：円）

1 ． 営 業 収 益

⑴ 給 水 収 益 2,270,799,535

⑵ そ の 他 営 業 収 益 55,465,490 2,326,265,025

2 ． 営 業 費 用

⑴ 原 水 及 び 浄 水 費 865,696,752

⑵ 配 水 及 び 給 水 費 179,211,097

⑶ 総 係 費 185,376,364

⑷ 減 価 償 却 費 979,401,349

⑸ 資 産 減 耗 費 4,493,697

⑹ そ の 他 営 業 費 用 0 2,214,179,259

営 業 利 益 112,085,766

3 ． 営 業 外 収 益

⑴ 受取利息及び配当金 225,525

⑵ 他 会 計 補 助 金 13,467,533

⑶ 長 期 前 受 金 戻 入 253,961,164

⑷ 資 本 費 繰 入 収 益 0

⑸ 雑 収 益 41,855,738 309,509,960

4 ． 営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

⑵ 雑 支 出 671,003 160,690,496 148,819,464

経 常 利 益 260,905,230

5 ． 特 別 利 益

⑴ 固 定 資 産 売 却 益 0

⑵ 過 年 度 損 益 修 正 益 267,955

⑶ 引 当 金 戻 入 益 1,338,947

⑷ そ の 他 特 別 利 益 7,164,569 8,771,471

6 ． 特 別 損 失

⑴ 固 定 資 産 売 却 損 0

⑵ 減 損 損 失 0

⑶ 災 害 に よ る 損 失 3,210,000

⑷ 過 年 度 損 益 修 正 損 726,635

⑸ そ の 他 特 別 損 失 0 3,936,635 4,834,836

当 年 度 純 利 益 265,740,066

前年度繰越利益剰余金 0

その他の未処分利益
剰 余 金 変 動 額

当年度未処分利益剰余金 482,584,247

⑴ 160,019,493

令和元年度那須塩原市水道事業損益計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

216,844,181

参考資料２
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（単位：円）

　

1 ．

⑴

　 イ 土 地 532,430,466

　 　 ロ 建 物 398,645,424

　 減価償却累計額 △ 196,938,820 201,706,604

　 ハ 構 築 物 40,751,083,952

　 減価償却累計額 △ 17,278,983,044 23,472,100,908

　 ニ 機 械 及 び 装 置 1,905,407,761

　 減価償却累計額 △ 1,483,425,100 421,982,661

　 ホ 車 両 運 搬 具 39,544,098

減価償却累計額 △ 33,546,527 5,997,571

　 　 ヘ 工具器具及び備品 35,750,562

　 減価償却累計額 △ 32,737,890 3,012,672

　 ト 量 水 器 130,445,323

　 減価償却累計額 △ 82,317,412 48,127,911

　 チ リ ー ス 資 産 32,567,700

　 減価償却累計額 △ 18,147,315 14,420,385

　　　 リ 建 設 仮 勘 定 309,185,654

　 25,008,964,832

⑵

　 　 イ 水 利 権 3,976,185

　 ロ 電 話 加 入 権 577,581

　 4,553,766

⑶

　 イ 投 資 有 価 証 券 0

　 　 ロ 基 金 892,332

　 892,332

25,014,410,930

2 ．

⑴ 1,770,683,644

⑵ 250,137,593

△ 10,535,973 239,601,620

⑶ 900,000

⑷ 34,454,845

⑸ 1,945,270

⑹ 96,300,000

⑺ 0

2,143,885,379

27,158,296,309
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固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資

令和元年度那須塩原市水道事業貸借対照表

（令和２年３月３１日）

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 費 用

前 払 金

そ の 他 の 流 動 資 産

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

投 資 合 計

参考資料３



3 ．

⑴ 8,389,036,226

⑵ 0

⑶ 0

⑷ 0

8,389,036,226

4 ．

⑴ 522,240,154

⑵ 0

⑶ 3,476,729

⑷ 313,317,238

⑸ 0

⑹ 7,821

⑺ 99,945,632

⑻ 9,089,246

⑼ 0

948,076,820

5 ．

⑴

イ 受贈財産評価額 3,136,390,052

ロ 工 事 負 担 金 2,703,754,847

ハ 工 事 補 償 金 2,480,389,347

ニ 国 県 補 助 金 2,142,494,230

ホ その他資本剰余金 781,355,194 11,244,383,670

⑵

イ 受贈財産評価額 △ 1,245,932,057

ロ 工 事 負 担 金 △ 1,495,833,670

ハ 工 事 補 償 金 △ 1,298,089,066

ニ 国 県 補 助 金 △ 766,656,811

ホ その他資本剰余金 △ 250,719,854 △ 5,057,231,458

6,187,152,212

15,524,265,258

6 ． 9,051,702,648

7 ．

⑴

イ 受贈財産評価額 11,892,582

ロ 寄 附 金 0

ハ 工 事 負 担 金 211,349,358

ニ 工 事 補 償 金 269,043,446

ホ 国 県 補 助 金 13,799,353

ヘ その他資本剰余金 137,874,041

643,958,780

⑵

イ 減 債 積 立 金 7,700,313

ロ 利 益 積 立 金 135,084,208

ハ 建設改良積立金 1,313,000,855

ニ 当年度未処分利益剰余金 482,584,247

1,938,369,623

2,582,328,403

11,634,031,051

27,158,296,309
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負 債 の 部
固 定 負 債

企 業 債

他 会 計 借 入 金

リ ー ス 債 務

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

他 会 計 借 入 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部
資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計
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